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第4次中期経営計画の進捗について

2019年11月29日

≪2019年度中間期 決算説明会≫
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1.経営理念

『幅広いご縁』と『進取の精神』を大切に、お客様のニーズに合ったサービスを提供し、
地域の皆様に『愛される』金融グループを目指します。

① 人と人とのふれあいを大切にし、誠実で親しみやすく、お客様から
最も『信頼される』金融グループを創ります。

② 情報収集と時代の先取りに励み、先進的で高品質なサービスの提供によって、
地域での存在感が最も高い金融グループを創ります。

③ 健全な財務体質、高い収益力、経営効率の優位性を持つとともに、透明性の高い
経営を行い、株主の信頼に応えます。

④ 産・学・官のネットワークを活用し、様々なマッチングを通して、 『地域との共生』を
進めます。

⑤ 法令やルールを厳守し、環境に配慮した企業活動を行うことによって、社会からの
信頼向上に努めます。

⑥ グループ行員に、自由闊達に能力を発揮し また能力向上を図れる職場を
提供するとともに、よき市民としての成長を支援していきます。

経営理念

経営方針
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2.2019年度中間期の業績（損益の状況）
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店舗体制の見直しと
お客さま本位の業務運営追求

・更に踏み込んだ店舗体制へ見直し
（19年度中に21ヶ店中20ヶ店完了）
・営業店事務の本部集中拡大

⇒営業人員確保により、顧客ｻｰﾋﾞｽを
維持しつつ店舗コストを削減

有価証券含み損の抜本的な処理

・19/3期で純投資の含み損益はプラスに
・19年度に計画していた含み損処理を
上期で前倒し実施

第１の矢 第２の矢

徹底したソリューション
ビジネスで地域のお役に立つ
金融機関へ

第３の矢

Vision’25

2025年大阪・関西
飛躍の年に向けて

課題解決力の強化
「次世代型金融サービス」
を展望した店舗の多様化
持続可能な社会の実現
に向けて

Ｂ/Ｓ問題
の解決

有価証券含み損処理は完了（19年度に計画していた含み損処理を上期で前倒し実施）
事務効率化による人員減、物件費削減により本業利益は黒字回復済

将来に向けた体質強化を確実なものとする為、19年度は利益・配当水準を抑制し、構造改革処理を更に推進

19/3 見直し
有人
拠点

138 有人拠点
（店舗内店舗21）

117

済

（有価証券含み損益推移） （億円）

17/3 18/3 19/3 19/9

純投資 ▲212 ▲117 +5 +88

債券 +7 +3 +10 +15

外国債券 ▲162 ▲34 ▲2 +24

ＲＥＩＴ +28 +8 +33 +50

投信・ファンド ▲86 ▲95 ▲36 ▲2

うち米㌦債F ▲59 ▲63 - -

中間

当期純利益 実績　（予想） 164 122 83 61 18 （40） （57） （80程度）

本業利益 実績　（予想） 31 ▲19 ▲6 39 19 （26）→　 （35） （37） ―

Ｂ/Ｓ問題（有証含み損処理） ▲92 ▲29 (▲25）→（▲31） (0） (0）

Ｐ/Ｌ問題（店舗・予防的引当） ▲19 ▲3 (▲29） (▲23） (0）

2019 2020 Post

第4次中計

体質強化

コスト

（億円）
2018201720162015

3-1.第4次中期経営計画の進捗

Ｐ/Ｌ問題
の解決
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3-2.第2の矢 P/L問題の解決

（店舗体制の見直し）
 当初中計で計画していたブロック制を中心とした店舗体制から、

店舗内店舗・エリア制※による店舗体制に見直し規模を拡大

（ポイント）
店舗体制の見直し
•店舗内店舗（21ヶ店）
•エリア制導入（29エリア）
～29エリア/84ヶ店の
人員（営業/融資）を
集約し効率化

（リテール41・パーソナル14）

 営業店事務の
センター集中拡大

⇒いずれも計画どおり進捗

（効果）
19年度下期の
営業人員は
+約50名でスタート

拠点統合・エリア制は、
段階的に試行中

中期経営計画の
達成目指す

（店舗体制の見直し）
 業務サポートセンター
 融資事務集中センター

順調に拡大中

※エリア制:複数店の融資業務をエリア統括店に集約

19/3 18/4 19/9
21/3

（中計）

統括店29

リテール41

パーソナル14

約750人 約850人 約900人

営業

増員

本部

営業

店舗数

33

独立店
等

29

エリア

営業人員

営業

人員

営業

人員

         再編後

（19年度中に概ね完了）

営業

人員

営業

増員

138

拠点

19/3比

▲21拠点

18/4比

+約50名

18/4比

+約50名

19/9比

+約50名
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3-3.店舗体制の見直し

（タイムスケジュール）
 店舗体制の見直しは

計画どおり進捗

•店舗内店舗16ヶ店、
8エリア移行済
（19/11月末時点）

•第4次中計で計画している
店舗の再編は、19年度中に
21ヶ店中20ヶ店完了

（店舗再編の影響）
 店舗内店舗移行店の

個人預金減少は
想定の範囲内
（約3％減に留まる）

⇒ 今後も必要に応じて、
新たな店舗再編を検討

（スケジュール）

（店舗内店舗※実施後の個人預金推移）※上期に実施した8ヶ店の動向

1,250

1,500

1,750

リリース日 実施日 9月30日

想定ダウンシナリオ
▲10％

約▲3％減少

（億円）

18年度

下期 上期 下期 上期 下期

　8ヶ店
（～19/11月）

　4ヶ店
（19/12月～）

エリア制導入 8エリア
（19/7月）

　10エリア
（19/12月）

11エリア
（20/2月）

移転を伴う

軽量化
　１ヶ店

（19/1月）

　3ヶ店
（20/上）

店舗内店舗

（拠点統合）
　8ヶ店
（19/7月）

　1ヶ店
（20/上）

19年度 20年度

済

済

予

済

予

予

予済

予
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窓口業務のタブレット化

30％

15％30％

25％

3-4.業務の効率化

窓口業務量の75％をタブレット化
（2020年度末時点）

 業務サポートセンター
（営業店の後方事務の本部集中）
・取扱い対象業務を拡大
・19年度中に全店へ拡大

 お客さまからの
「営業店 電話問い合わせ窓口」の
センター集中
（19年度上期より試行開始）

 融資事務集中センター
（営業店の融資事務の本部集中）
・19年度より全店へ拡大済

営業店の事務人員削減へ

移行済

19年度
下期

20年度中

移行不可
（現金等）

 普通・定期預金、カード・IB申込、諸届、相続、
投信・保険、ローン等の業務をタブレットに移行
（予定）

 現金以外の大半の業務がタブレットで
取扱い可能に

センター業務の拡大 タブレット業務の拡大

20年度末
75％移行
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（ポイント）
①預貸金収支
・18年度下期より貸出の方針を
「量」から「質＋量」に転換
・預貸金収支の維持・反転を目指す
も預貸金収支は前年比▲4億円

②非金利収益
・法人・個人の手数料を中心に、
中間期の非金利収益は45億円
（前年同期比＋2億円）

③経費
・人件費、物件費を引き続き抑制、
中間期の経費は210億円
（前年同期比▲3億円）

④本業利益
・上記により中間期の本業利益は
計画以上に達成し19億円
・通期も計画（26億円）上振れの
（35億円）を見込む

①預貸金収支

195 191 193 189

388 383 385 385

0

100

200

300

16年度 17年度 18年度 19年度

中間期 通期（億円）

通期

計画

②非金利収益

35
31

43 4559

72

87 90

0

25

50

75

16年度 17年度 18年度 19年度

中間期 通期（億円）

通期

計画

③経費削減

229 233
213 210

463 463
427 436

100

200

300

400

16年度 17年度 18年度 19年度

中間期 通期（億円）

通期

計画

④本業利益

▲ 2
▲ 9

19 19

▲ 19

▲ 6

39

26

▲ 25

0

25

50

16年度 17年度 18年度 19年度

中間期 通期（億円）

通期

計画

4.第4次中期経営計画のポイント
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4.①預貸金収支 ～（1）中間期の状況

（ポイント）
 マイナス金利長期化が進む中、預貸金収支の

減少を維持・反転させる計画
・19年度中間期は大企業・地公体向け貸出の
ボリューム圧縮などもあり弱含むも、
注力している中小企業貸出利息は前年比
プラスを確保（実行金利は反転）

（主な対策）
 中小企業貸出
・18年度下期より、従来の「量（Ｖ）」重視から
「質（R）＋量（Ｖ）」へ切替え
・メイン化戦略の推進
・目利き力発揮によるミドルリスク先への推進
（金融仲介機能強化PJ）

 個人ローン
・住宅ローンの実行金利引き上げ
・消費者ローン、リバースモーゲージの推進

 預金
・個人預金を中心に高金利預金の見直し

預貸金収支

195 191 193 189

388 383 385 385

0

100

200

300

16年度 17年度 18年度 19年度

中間期 通期（億円）

通期

計画
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4.①預貸金収支 ～（2）中小企業貸出

営業エリア別の中小企業の先数・残高

マザーエリア（北）

マザーエリア（南）

新・マザーエリア

本店

（ポイント）
 「質+量」への切替え、

低採算案件の絞込み
により取組件数・残高
は巡航速度になるも、
メイン先数は着実に
増加

 中小企業貸出の実行
金利はストック金利を
上回る水準で反転し
ており、メイン化を中心
とした施策を引き続き
注力

9,331 

10,351 

11,271 

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

17/3 18/3 19/3 19/9

メイン先数推移
金融仲介機能のベンチマーク［共通１］

（先）

集計中

（営業エリア）

特殊要因除く

中小企業
ストック金利

15/3 19/9

（中小企業貸出の新規実行金利）

17/9

（％）

※　地区別は東京を除く

【マザーエリア（北）】

【新・マザーエリア】

【マザーエリア（南）】

3,155 3,229 3,312 3,505 3,647 3,567

4,232先
4,416先 4,618先 4,850先 4,991先 4,950先

0

2,000

4,000

14/9 15/9 16/9 17/9 18/9 19/9

大阪北

+京都

兵庫

（億円）

5,960
6,427

7,057
7,622

8,225 8,6608,950先
9,803先

10,896先
12,219先

13,274先 13,169先

0

4,000

8,000

14/9 15/9 16/9 17/9 18/9 19/9

大阪東+堺

大阪中央

阪神

（億円）

1,525
1,680 1,873 1,994 2,112 2,137

2,966先
3,119先

3,363先
3,578先 3,770先 3,784先

0

2,000

4,000

14/9 15/9 16/9 17/9 18/9 19/9

泉南

+和歌山

泉州

（億円）
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4.②非金利収益 ～（1）中間期の状況

（ポイント）
 19年度中間期の非金利収益は

45億円（前年同期比＋2億円）、
毎期着実に増加

（法人役務収益）
 ファイナンスアレンジメント関連、

事業承継・M&A関連の収益が
好調に推移

（個人役務収益）
 資産形成層に対するアプローチを

行うアセットアドバイザー（AA）を
中心に、営業人員を増強、
投信・保険の顧客数は着実に拡大

非金利収益

35
31

43 4559

72

87 90

0

25

50

75

16年度 17年度 18年度 19年度

中間期 通期（億円）

通期

計画
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0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

16年度 17年度 18年度 19年度

「私募債」収益推移

中間期 通期

（ポイント）
 ファイナンスアレンジメント、事業承継・M&Aを

中心に、法人役務収益は引き続き好調
（中間期実績13.8億円）

 18年度下期より「寄付型」私募債の取扱いを
開始。以降、私募債収益が急増

（有料職業紹介）
 18/12月から開始した職業紹介業務は
順調な滑り出し（19年度上期の案件数は
1,200件超、成約数・収益とも計画達成）
⇒ 今後の新たな収益源に

0

5

10

15

20

25

30

16年度 17年度 18年度 19年度

（計画）

20年度

（計画）

ビジネスマッチング関連

海外ビジネス関連

ファイナンスアレンジメント関連

経営者保険

資産承継関連

事業承継・Ｍ＆Ａ関連

25以上

法人役務収益（ﾘﾚｰｼｮﾝﾕﾆｯﾄ収益）

4.②非金利収益 ～（2）法人役務収益の強化と新たな収益源の確立

23

（億円）

25

16

10

「寄付型」取扱い開始

（億円）

13
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個人役務収益

4.②非金利収益 ～（3）個人役務収益の強化

（億円）

（ポイント）
 投信・保険の顧客数は着実に増加
 アセットアドバイザー（AA）を中心とした

営業人員を増員

33 

60
66 68

0

20

40

60

16年度 17年度 18年度 19年度（計画）

投信・保険販売手数料
中間期 通期

53,336 
57,017 

60,199 
61,758 

64,215 

80,297 

84,795 85,169 86,653 
89,981 

40,000

60,000

80,000

15/9 16/9 17/9 18/9 19/9

投信・保険 顧客数

投信先数
保険先数

4,506 4,357 4,181 4,039 3,931 

13,432 

20,170 
24,889 

27,812 29,610 17,938 

24,527 

29,070 
31,851 

33,541 

0

10,000

20,000

30,000

15/9 16/9 17/9 18/9 19/9

池田泉州ＴＴ証券 顧客数

銀行紹介顧客
既存顧客等

（先）

（先）
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4.③経費 ～（1）中間期の状況

（ポイント）
 18年度に人件費・物件費とも

経費の抜本的な見直しに着手
（前期比▲36億円）

 19年度も引き続きコスト削減を
推し進め、中間期の経費は
前年同期を下回る210億円
（前年同期比▲3億円）

 19年度通期においても、
通期計画（436億円）を下回る
427億円水準まで削減できる
見込み

経費削減

229 233
213 210

463 463
427 436

100

200

300

400

16年度 17年度 18年度 19年度

中間期 通期（億円）

通期

計画
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（一般物件費）

127
125

105

110

115

120

125

130

16年度 17年度 18年度 19年度

（計画）

20年度

（計画）

21年度

（計画）

22年度

（計画）

第4次中計（当初）
実績・19/5公表見通し

第4次中計

4.③経費 ～（2）コスト改革／一般物件費

 一般物件費は、中計の目標以上の削減に目途
 今後も更なるコスト削減に向けた取組みを進めていく

（ポイント）
 各種施策の前倒し実施によ

り、第4次中計の目標水準
まで前倒しで物件費を削減

 19年度中間期の
一般物件費は52億円

・旧事務センターなどの不稼働
資産の処分、各種イベントの
見直し等実施

・商品・サービスの見直し等に
より更なるコスト削減を図る

 19年度通期においても
通期計画（114億円）を
下回る111億円に削減
できる見込み

（億円）

111
程度へ

114

111
程度へ
111

程度へ
111

程度へ
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（人件費）

224
226

190

200

210

220

230

16年度 17年度 18年度 19年度

（計画）

20年度

（計画）

21年度

（計画）

22年度

（計画）

第4次中計（当初）

実績・19/5公表見通し

第4次中計

 人件費は、中計の目標以上に抑制
 引き続き、生産性向上に資する取組みを進めていく

（ポイント）
 第4次中計期間中は

役員報酬・職員賞与の
一部を減額

・18年度は賞与引当金
取り崩し（一過性の減少）
があったため、人件費が
大きく低下

 19年度中間期の人件費は
引当金取り崩し要因がないも
のの、102億円まで低減
（前年比＋3億円）

・通期においても、店舗体制の
見直し、事務の効率化による
人員捻出、採用抑制により、
前年度水準まで人件費抑制
する見込み

前年
水準へ

（億円）

4.③経費 ～（3）コスト改革／人件費

202
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4.④本業利益の状況 ～（1）本業利益推移

（億円）
本業利益

▲ 2
▲ 9

19 19

▲ 19

▲ 6

39

26

▲ 25

0

25

50

16年度 17年度 18年度 19年度

中間期 通期（億円）

通期

計画

（ポイント）
 足元の金利環境下、有価証券運用を大きく抑制、

本業で安定的な収益を計上できる体質へ転換

 経費の抜本的な削減や非金利収益の積み上げにより、18年度の本業利益は黒字に転換

 19年度中間期の本業利益も経費削減を主因に、前年水準まで超過達成
通期においても計画上振れの35億円を見込む

（本業利益の推移）

中間期 中間期 中間期 中間期

1 預貸収支 203 403 195 393 197 394 193

2 貸出金平残 37,200 37,321 37,904 38,164 38,625 38,710 38,895

3 貸出金利回り 1.15% 1.14% 1.08% 1.08% 1.05% 1.05% 1.01%

4 預金利回り 0.06% 0.06% 0.05% 0.05% 0.03% 0.03% 0.02%

5 預貸利回り差（3-4） 1.09% 1.08% 1.03% 1.03% 1.02% 1.02% 0.99%

6 役務利益 30 49 27 62 38 76 39

7 営業経費（▲） 235 472 232 462 216 431 213

8 本業利益（1+6-7） ▲2 ▲19 ▲9 ▲6 19 39 19

18年度17年度16年度 19年度

35程度
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4.④本業利益の状況 ～（2）他行比較

（単位：億円）
地銀の預金量と本業利益 分布（19年度中間期）

預金量

※データについては、各行の開示資料を元に当行で独自に算出

（ポイント）
 19年度中間期では、

地銀29行の本業利益が
マイナス

 当行は店舗改革等、
経費の前倒し削減に着手
本業利益はプラスに転換

 有価証券運用環境が
整わない中、
本業利益の着実な増強
を図る

本業利益

（単位：兆円）

池田泉州銀行
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5.資本・配当政策

【配当方針見直し】
 第4次中計期間は、将来に向けた店舗改革コストや与信コストの予防的積み増し等の体質強化を優先
 １株配当を年間15円から7.5円配当に見直し（19年度中間配当は3.75円に減額）
 本業による収益力を強化することで早期の株主還元向上を目指す
～増配だけでなく1株あたりの利益向上を図るための自社株買いも併せて検討

 資本コストを意識した運営（資本コスト6.72％）

配当政策

18年度 19年（予） ・・・ “Post 第4次中計”

HD当期純利益 61億円 40億円 80億円程度

1株あたり配当 15円 7.5円 7.5円以上

株主還元率
（優先配当控除後）

86.6％ 64.9％ 30％以上

業界AV.
以上の
ROE確保

劣後債務 （200億円） ： 償還済（コスト▲2.7億円） （18年度完了） 自己資本比率
（ＨＤ連結）
９％台半ば

優先株
（150億円） ： 取得・消却済（コスト▲5.2億円） （18年度完了）

250億円 ： コール期日到来時に取得･消却予定 （22年度予定）

資本政策
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【地銀８行が参画】

6-1.将来に向けて ～ 次世代金融サービスを展望したデジタライゼーションの推進

• タブレット等を活用することで、来店時の顧客負担を軽減するとともに、
職員を「事務」から解放し、コンサルティングに注力させることで、店舗を「相談の場」に転換。

• ネット経由で提供される商品・サービスを充実させるとともに、キャッシュレスツールや、
FinTech等の銀行以外の事業者とネットを通じて連携し、顧客利便性の向上を図る。

• これらの取り組みを効率的に進めるとともに、「新たなビジネスモデル」を模索するため他行と協働。

各銀行の負担軽減
革新的なサービス・技術開発、ビッグデータの活用 etc

新たな
ビジネス
モデル
検討

＋

（銀行内） （銀行外）

 顧客負担の軽減
• タブレットを活用した

ペーパレス、印鑑レスの実現

 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ力の向上
• センター集中、タブレット活用による、

事務負担の軽減

 顧客接点の機能向上
• ホームページの全面リニューアル
• ＡＩチャットボッド導入

 ネットサービスの充実
• 個人ローン手続きの

完全非対面化（来春開始予定）

 外部との連携拡充
• キャッシュレス、ウォレット

（J-Coin Pay、PayPay、
メルペイ、LINE Pay ）

 ＡＰＩ基盤の整備
• FinTech等との

新たなエコシステムの構築

・
・
・

・
・
・

・
・
・

（対面チャネル） （非対面チャネル）
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 『イノベーションファンド25』を
通じた新事業の創出支援

 地域創生へ向けた
商談会の継続的実施

 深刻な人手不足の解消
•有料職業紹介
•外国人人材採用サポート

6-2.将来に向けて ～ ESG課題/SDGsへの取組み

環境
Environment

社会
Social

地域との
共存共栄

ガバナンス
Governance

 商品サービスを通じた
環境保全活動
•事業者向け環境に関する
各種セミナーの開催
•環境応援融資／ローン 等

 池田泉州ホールディングス
自身の取組み
•環境に配慮した店舗づくり
•ペーパレス化の推進 等

 社外の知見を活かした経営
・社外取締役3名（比率33％）

・社外監査役3名（比率60％）

 社外役員との情報連携
・議案の事前説明、社外役員の
社内会議への出席により課題
を共有

 リスク管理・コンプライアンス
の徹底

・不祥事防止体制の構築

 持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けて・・・
• 関西SDGsプラットフォームへ設立時より参加
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 本資料には、将来の業績、目標、計画等の将来に関する記述が含まれ
ています。

 こうした記述は、本資料作成時点における入手可能な情報に基づき、本
資料の作成時点における予測等を基礎として記載されています。また、こ
れらの記述のためには、一定の前提（仮定）を使用しています。これらの
記述または前提（仮定）は主観的なものであり、将来において不正確
であることが判明したり、将来実現しない可能性があります。

 当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を
及ぼす可能性がある事項については、決算短信、有価証券報告書、ディ
スクロージャー誌、アニュアルレポート等、当社が公表いたしました各種資
料のうち最新のものをご参照ください。

 本資料における将来情報に関する記述は上記のとおり本書の日付（ま
たはそこに別途明記された日付）時点のものであり、当社は、それらの情
報を最新のものに随時更新するという義務も方針も有しておりません。

 また、本資料に記載されている当社ないし当社グループ以外の企業等に
かかわる情報は、公開情報等から引用したものであり、かかる情報の正確
性・適切性等について当社は何らの検証も行っておらず、また、これを保
証するものではありません。

 なお、本資料に掲載されている情報は情報提供のみを目的とするもので
あり、証券の勧誘のためのものではありません。


